
 

 

 

「朝の小 1 の壁」の解消について 

 
国は、「こどもまんなか実行計画 2025」において、「困難に直面するこ

ども・若者への支援」「未来を担うこども・若者へのより質の高い育ちの

環境の提供と少子化対策の推進」「『こどもまんなか』の基礎となる環境づ

くりの更なる推進」について、重点的に取り組むこととし、各種施策を推

進している。 

その中で、学校における働き方改革の一環として、学校の開門を登校時

間の直前とするなど朝の時間帯の教師の業務負担軽減の取組が行われて

いる。一方、こどもの小学校入学に際して、保育所の預かり開始時間と小

学校の登校時間の差により保護者等が仕事等を変更せざるを得ない状況

になること、いわゆる「朝の小１の壁」が課題となっている。 

国が令和６年度に実施したこどもの居場所に関する調査においても、学

校がある日の朝の主な居場所について「こどもが一人で過ごす時間があり、

不安がある」との回答が３割弱と一定数を占めている。 

「朝の小１の壁」の解消に向けて、地域の実情に応じて朝の居場所づく

りの対応を始めた地方自治体もあるが、国においては、自治体への実態調

査に取り組んでいるものの、現段階での自治体に対する働きかけは、モデ

ル事業への支援、事例紹介等に留まっている。 

また、真の「こどもまんなか社会」を実現していくためには、国・自治

体のみならず、企業を含む社会全体で「こども・子育てに優しい社会づく

り」に取り組んでいくことが不可欠である。企業等においては、これまで

も子育てしやすい職場環境への取組が進められているものの、更なる取組

の推進が求められており、こどもの小学校入学後も安心して働き続けられ

る環境が整えられることは、保護者自身のキャリア形成はもとより、企業

における人材確保にも資するものと考える。 
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こうしたことから、「朝の小 1 の壁」の解消に向けて、次のとおり要望

する。 

 

１ 国として、「朝の小１の壁」については、社会全体で取り組むべき課

題であることを明確に打ち出すとともに、多様でより柔軟な働き方が可

能となるよう、企業の働き方改革が一層促進されるための取組を推進す

ること。 

 

２ 地域の実情を踏まえ、「朝の小 1 の壁」の解消に向けた事業を地方自

治体が実施していく場合には、各自治体が安定的に事業を実施できるよ

う、十分な財政措置を行うこと。 
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